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Abstract 

The ]MA started making probabilistic forecasts of aftershock activity in 1998. The work is carried out 

at the Earthquake Prediction Information DivisioI1 of Seismological and Volcanological Department in ]MA 

when a maximum seismic intensity of weak 5 or larger is observed and the earthquake is a mainshock-

aftershock type. Up to the present (from 1998 to March.1999) . probabilistic forecast has been issued only 

once for the northern Iwate Prefedure earthquake (M6.1) that occurred on September 3， 1998. We， 

however， determined parameters of aftershock activity (K， c and p in the modified Omoriグslaw and b-

value) necessary to calculatethe probabilities for other major earthquakes as well， and used the resultsin 

monitorin:g activities. In the course of the work. we have found that it is not easy to obtain stable 

parameters immediately after the mainshock. 

The following are points to which we must pay attention in calculating the probability of aftershock. 

(1) The time when we change the way of calculation that is based on the estimation of only K to the one 

that uses more accurate parameters should be about one day after the mainshock waiting that parameters 

get to be stable. 

(2) When the b-value is small， the aftershock probability becomes large. Within one day~ we must take 

care that b .. Value might be calculated to be smaller than true value. 

(3) We inust take an appropriate lower limit of earthquake (Mth) that is larger than the level of 

earthquake detection and is not so large lest data nuffiber should get to be too small. 

(4) Because it is known that in the vicinity of volcano， a large aftershock is apt to occur， we must take 

care the place where the earthquake occurs. 

(5) The activity that is accompanied by tIle spread of aftershock area or induced earthquakes cannot be 

modeled by a simple modified Omori's law. In such cases the parameters get to be unstable and the 

aftershock probability is evaluated to be too large or too small. So we must pay attention to the change of 

seismic activity. 

* 'Earthquake Prediction Information Division， Seismological and Volcanological Department. ]apan Meteorological 

Agency 
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帥 Seismologyand V olcanology Research Department. Meteorological Research Institute 
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50 験震時報第63巻第3---4号

]MA determines the parameters that are needed in the probabilistic forecasting of aftershock activity 

and puts' these to practical use in monitoring the change of aftershock activity. Aftershock activities of the 

Mie-Gifu Prefecture earthquake and the Southern Miyagi Prefecture earthquake in 1998 have been lasting 

anomalously long. We traced the temporal change of parameters in the modified Omori's law (especially 

p-value) . As the result. it is recognized that in some cases of aftershock activity lasting anomalously long. 

p-value in a few days from the mainshock is in the contrary considerably larger than the standard one in 

the crust. 

The most likelihood method is generally used as the method for estimating the parameters of the 

modified Omori's law. But the.simulation shows that the (non-linear) least squares method or the 

Anderson-Darling method in 、whichthe one variable is reduced is equivalent to the most likelihood 

method. 

As the clustering nature of aftershocks gets to be strong. the aftershock probability changes Jargely. It is 

found that the Anderson-Darling statistics W n2 can. be used for one index of clustering of aftershock 

activity which affects the stability of aftershock probability. 

9 1 はじめに

1995年に発生した兵庫県南部地震 (M7.2)を契機に，

地震災害への備えを強化するため，同年7月に総理府に

地震調査研究推進本部が設置された.岡本部の下で地震

調査委員会は全国で発生する地震のデータを収集，分析

し，活動の評価を行って一般に公表している.気象庁は

地震調査委員会の構成メンバーとして地震に関するデー

タを委員会に提供している.

兵庫県南部地震のような大きな地震が発生すると，そ

の後多くの余震が発生する.これらの余震の中には被害

を生じさせるような地震も含まれる.このような大きめ

の余震の発生確率を評価する手法について検討が進めら

れ，平成10年4月8日に地震調査委員会 (1998)から

「余震の確率手法についての報告書」が公表された.気象

庁では，従来被害を伴うような地震が発生し余震活動が

観測されている場合には 余震の発生域及び発生の減衰

状況など，余震に関する情報を従来から防災支援のため

の情報(以下「防災情報」という)として発表してきた.

今回この報告書を受けて，新たに余震発生の確率予測に

、関する情報をこれに加えることとした.

現在，気象庁が余震確率予測のための計算作業を開始

する基準は震度5弱以上を観測した場合となっている.地

震発生の数時間後に本震-余震型であると見極めがつい

た場合，約1日後には余震の発生確率を含む情報が発表

されることになる(第1表).1998年以降で実際に情報を

発表したケースは，同年9月3日の岩手県内陸北部の地震

(M6.l)のみである.ただ，この地震以外についても，

気象庁で、は余震活動の確率予測に必要なパラメータ(改

良大森公式のK，c， pとb値) (~2 の脚注 1) 参照)を

決定し，その後の活動の推移と比較して監視に活用した.

その過程で，これらのパラメータを本震発生直後に安定

的に求めるのは容易ではなく，いくつか注意すべき点が

あることがわかった.ここでは，岩手県北部の地震，お

よびその後活動が異常に長ヲ!いているいくつかの地震の

余震活動についてその特徴を紹介すると共に，パラメー

タ決定上の問題点などについて検討した結果を述べる.

9 2 予測作業の流れ

余震の確率評価手法を活用して得られる有用な情報内

容としては，①ある時点以後3日以内に，被害を拡大さ

せる可能性のあるような規模 (M)の余震が発生する確

率，②有感となる余震の発生頻度の見込や，有感となる

余震の発生頻度が1日当たり l回程度になる時期の目安，

などがある.被害を伴う規模の余震が発生する確率につ

いての気象庁における解析・詐算作業は，被害を伴う可能

性の高い震度5弱以上が観測された地震が発生し，かっ

その後の活動が後述のように本震-余震型であると見極

めがついた時点で開始することになっており，その成果

は防災情報に適宜取り込まれ発表される.また，その地

震活動が生じた地域を管轄する気象台からは，この防災

情報が都道府県の防災機関に提供されるi

本震発生後1日以内の段階では余震の震源決定が十分

n
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Table 1 Work flow for probabilistic forecasts of aftershock activity at JMA. 
This table shows the work flow for probabilistic forecasting of aftershock activity when a maximum seismic 
intensity of weak 5 or larger is observed. 

気象庁における余震の予測作業の流れ

時間経過 作業内容 余震確率モテソレのパフメータ
改良大森公式(K，c， p) / .b値

①地震発生直後 まだ余震の状況は正確に把握できな 1)地震回数の自動計数開始(トリガ

(震度5弱程度以上) い。過去における類似の地震について 一時刻取り込み)

の検索を行う。 2)震源計算実行(ルーチン処理)

②数時間後 「本震一余震型」であることを確認

し、余震域を把握し、余震の状況を必

要に応じて発表する。

③約1日後 観測結果から余震の確率の計算に必要 1)のトリガ一時刻を b値は標準値

なパラメータが求まり、今後3日間程 使用してKのみ計算 (与1.0) 

度の余震の確率を計算し情報発表に活 c， pは標準値(内陸/

用する。 海域)

④地震調査委員会開催時 地震調査委員会に、総合的評価のもと

になる資料を提供する。

⑤ 3日後以降 計算に必要な精度の良いパフメータが 2)の震源要素から 2)の震源要素

次々に求まる。余震確率と余震回数の K， c， pを計算 からb値を計算

予測を活用した情報を必要に応じて発

表する。

に追いつUていかないので，活動度の推定には本震から

適当な距離のところにある地震計の記録から一定の振幅

以上の地震の回数か，処理装置によってトリガーされた

時刻を用いて改良大森公式のK値のみ計算 (p，cおよび

b値は標準値を使用)することになっている吋 p，cお

よびb値の標準値としては，日本周辺で発生した地震の

全体，および地域別(地殻内，プレート境界)に求めた

余震パラメータの中央値(松浦，1993)を使用し，本震が

発生した地域に応じて選択される.

その後，およそ1日後に十分な震源要素が得られた段

階で、すべてのパラメータを決定してより精密に余震確率

を計算する.気象庁における具体的な作業の流れを第1

表に示す.

*1)余震の確率計て算に必要なパラメータと余震確率の式

. K. c， pは改良大森公式のパラメータである.

改良大森公式(宇津，1957，Utsu，1961)によると単位

時間当たりの余震数ν(t)は

v (t) =; K，τ 
(t +c)p 

(1) 

ここでtは本震発生時を起点とした経過時間である.通

常tの単位と(1)の単位時間としては日がとられ，以下

の計:算でも日を単位にしてある.

. b はGutenberg-Richterの式

logn(M) = a -bM (2) 

の直線の負の傾きを示し， b値と呼ばれる.ただし，地震

の規模MがMからM+dMの間にある余震数をn(M)dM

とする.

. Mth は計算に使用する余震のマグニチュードの下限で

ある.もれなく観測されている地震の下限 (Mlow)に

等しいか，それより大きくなければならない (Mth孟

Mlow).余震の発生を非定常ポアソン過程であると仮

定して， Gutenberg-Richter-の式と改良大森公式とを

組み合わせると，本震後の経過時間tlからむまでの

間にM以上の余震が発生する確率Qは，以上のパラ

メータを用い，s = b ln 10とおいて，
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Q=1-叫{~N(tl''t2)}

となる.ここでN(tl.t2)はtlからむまでの聞

に発生するM以上の余震の予測回数で，

(3) 

N(tl't2) =~exp{-ß(M-Mρμ(tì ， t2 ) (4) 

A(tl' t2 ) =土~~一 11M
l'-.u l-pl(t

2
+cY-l (t

1
+cy-1r 

A(tl' t2) = ln(t2 + c)ーln(t1+ c) (p =。
である.

震度5弱以上を観測した地震の発生後数時間以内に，

気象庁の担当者は，次のような経験確率・2)の計算結果，

地震活動の状況，改良大森公式への適合度，発生場所の、

特殊性などを考慮した上で，本震-余震型であるかどう

かを見極める作業を行う(地震調査研究推進本部地震調

査委員会 (1998)参照). 

1 )最初の地震が前震である経験確率

最初の地震の規模，地域， M6クラスの内陸地震が10

年以内に発生しているか否か，最近1ヶ月以内に徐々に

大きな地震が発生しているか否かを条件にして， 1926年

~ 1995年の気象庁震源データに基づいて最初の地震が前

震である経験確率を算出する.

2 )最初の地震が本震であるとしたとき，被害を伴う規

模の余震を伴う経験確率も

最初の地震の規模，地域を条件に1926-1995年の気

象庁震源データに基づいて，最初の地震が本震であると

したとき，被害を伴う規模(場合により異なるが，おお

よそM5以上)の余震を伴う経験確率を算出する.

3 )最初の地震発生後数時間の地震活動

最初の地震を本震とし，標準値を用いた余震活動(規

模別地震数に基づく)と比較して，異常に活発，あるい

は異常に静穏でないかどうか.

4)改良大森公式に従って地震回数が減衰しているか

改良大森公式によるモデリング (K，c， p，ιbすべて

標準値， もじくはKのみ推定)の適合度を調べる.

5)地震学的あるいは地質学的に危険度を高めるかもし

れないという要因

震源域が地震空白域，危険を指摘されている活断層な

どの近傍にあるか，

などを検討する.その結果，前震である経験確率が20%

を越えた場合，大森公式への適合性が著しく悪い場合，

地震活動が異常に低調な場合などは，現在の基準では本

震ー余震型とは見なさない.また，本震-余震型と見な

した場合でも，例えは前震の経験確率が10%を越えてい

れば，情報文の中で， I (今より)大きな地震が発生する

可能性もあるJなどの表現で注意を喚起することになっ

ている.

余震観測の具体的作業は 次のようになる.まず震央

から適当な距離にある観測点を選別し，コンピュータで

地震回数の自動計数を開始する.次に過去地震のデータ

ベース検索プログラムによって，前震の可能性，発生し

た地震と同規模の地震の後にどのような規模の余震が発

生、しているか，また震源、が以下に述べるような特別な領

域に含まれるか否かなどについて半自動的検索を行う.

上記1)，2)の確率はこの過程で計算される.本震が三

陸沖や択捉沖など，地震が続発する傾向のある地域，あ

るいは火山と隣接したところで発生している場合には，

本震に近い規模の余震が発生する可能性も無視できない

ので，情報文の中でそのような可能性について注意を喚

起する.地震発生後半日経過すれば前記の基準に基づ

き，余震発生回数の時間的変化からその活動が本震-余

震型であるかどうかの判断が概ねできると考えられる.本

震一余震型と判断された場合は その後さらに蓄積した

データを用いιて余震の発生確率が言十算され4例えば「今

後3日以内にM5.0以上の余震の発生する確率は20%Jと

いう形で発表される.

なお，余震の発生確率を計算する手法については細

野・吉田(1992)や地震調査委員会の「余震の確率手法

につVての報告書J(1998)を参照されたい.

9 3 最近発生した地震に伴った余震の解析列

最近1年間 (1998年4月から1999年3月まで)に余震

活動のパラメータ (K，c， p'およびb値}を計算した主

な地震の震央分布を第1図に示す(図中の番号は第2表の

地震番号に対応する).この中で余震確率の計算を開始す

る条件の 1つである震度5弱以上を観測じた地震は，

1998年8月12日の長野・岐阜県境付近の地震 (M4.7，

震度5~~) ， 1998年9月3日の岩手県内陸北部の地震 (M

* 2)経験に基づいて求めたある事象が起きる確率のことである.例えば過去の気象資料に基づいて， 10月10日など特定の日
が晴れであった確率を計算すれば，それは経験確率で、ある.
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Fig.l Epicentral distribution of earthquakes whose aftershock parameters (K， c. p and b-value) have been determined. 
The number in this figure corresponds to the earthquake number in Table 2. 

6.1，震度6~~) ， 1999年2月26日の秋田県沿岸南部の地

震 (M5.1，震度5弱)， 1999年3月14日の新島・神津島

近海の地震 (M4.7，震度5~~) の4個である.このうち，

1998年9月に発生した岩手県内陸北部の地震の際にi初

めて余震確率を取り入れた地震情報が発表された~ 1998 

年8月の長野・岐車県境付近の活動および1999年3月の

新島・神津島近海の地震は 群発的活動が続く中で発生

じた他の地震より規模の大きい地震で、あっため群発地震

型と判断され，また1999年2月26日の秋田県沿岸南部の

地震は本震←余震型と判断されたが，規模が小さかった

ため余震確率発表の対象とはならなかった.第2表に解

析を行ったすべての余震活動のパラメータをまとめて示

してある.ここでb値は改良犬森公式のモデル適用期間

に発生した余震に対し，最尤法により求めている(宇

津'，1965，Aki.l965). 

次に，主な余震活動について解析の実例を示す.この

うち，実際に余震確率を含む情報を発表した1998年9月

3日の岩手県北部の地震について初めじ詳じく述べる.

93-'1岩手県北部の地震

1998年9月3日に岩手山の南西約10kmでM6Jの地震

が発生し，雫石町長山で震度6弱を観測するとともに，ー岩

手県北部で軽傷者9名と道路樹員な、どの被害があd二一こ

の地震の震源の深さは約lOkIi1 メカニズムは陸域地殻

内の逆断層タイプで，本震直後 (12分後)に最大余震

(M3.9)が発生している(第2図).半日後には典型的な
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Table 2 Parameters .of aftershock activities. 
No. is the earthqueJ.ke number. M is the earthquake magnitude. Mth is the lower: limit of aftershock magnitude. K. 
c. p are parameters of the modified Omori's law and b is b-value.αis the indicator for aftershock activity that is 
defined by equation (5). The unit of time in the modified Omori's law is day. 

余震のパラメータ一覧表 [1998年 4月-1999年 3月]

No. 震央地名 本震年月日時分 M Mth K c p b α モデル作成期間(データ数)

二重・峨阜県焼 1998/04/22 20: 32 5.4 2.0 15.360 0.008 0.880 O. 95 -2.04 1998/04/22 21 :00-/07/29 17:58 (158) 

千譲県南部 1998/05/16 03・45 4.8 2.0 10.920 O. 195 1. 092 0.89 ー1.45 1998/05/16 03・45-/06/2802: 34 (55) 

2 ニ陸沖 1998/05/31 03: 18 6. 3 2. 8 10.993 O. 146 1. 232 0.68 ー1.34 1998/05/31 04:00--';/06/29 00: 11 .(81) 

163.818 1. 508 3. 216 T2 /06/01 10:21 

千葉県東方沖 1998/06/14 22: 17 5. 6 2.2 2.605 O. 016 0.779 1. 06 同3.19 1998/06/14 22:17-/06/30 22:20(18) 

奄美大島近海 1998/06/22 16: 07 5. 1 2.0 6.264 。。 0.623 0.71 -1. 40 1998/06/22 17: 00-/07/19/ 22: 10 (59) 

二重・奈良県境 1998/06/23 22: 54 4.2 1. 7 10.809 0.299 0.988 O. 83 同1.04 1998/06/23 23:00-/07/15 23:59 (48) 

3 石垣島南方沖 1998/05/04 08: 30 7.7 3. 5 9.524 0.013 0.807 1. 09 -3.60 1998/05/05 00: 00-/06/30 13: 37 (84) 

長野県北部 1998/07/01 02: 22 4.7 1. 3 3.818 0.0 O. 932 1. 3 -3.84 1998/07/01 02:25-/08/01 00:00 (34) 
4 福島・栃木県境 1998/08/03 20・09 4.9 1. 5 26. 650 0.046 1. 285 0.96 ー1.84 1998/08/03 21・00-/08/2715:43 (211) 

1. 192 0.001 O. 987 T2 /08/16 01 :56 

5 岩手県内陸北部 1998/09/03 16: 58 6. 1 1.8 14.194 0.029 1. 221 0.81 -2.33 1998/09/03 16: 58-ハ2/0100:00(117) 

6 宮城県南部 1998/09/15 16: 24 5.0 1.8 28. 482 0.007 O. 938 0.81 -1. 14 1998/09/15 16: 24-1999/03/01 15: 30 
¥ (295) 

7 種子島近海 1999/01/24 09: 37 6. 2 2. 3.0 19.008 0.011 1. 069 1. 27 ー-3.67 1999/01/24 09: 40-/02/08 23: 36 (144) 

長野県中部 1999/01/28 10:25 4.7 1. 3 4.957 0.025 1. 353 O. 63 -1. 45 1999/01/28 10:28-/02/04 00:00 (42) 

8 秋田県沿岸南部 1999/02/26 14: 18 5. 1 2.0 3.009 0・‘000 0.825 (0. 64) -1. 50 1999/02/26 14: 18-/03/08 19: 17 (21) 

9 熊本県阿蘇地方 1999/03/09 12:53 4.5 1.5 17.613 0.005 0.951 1. 23 -2.44 1999/03/09 12: 56-/03/17 02: 16 (115) 

10 神津島付近 1999/03/14 09:04 4.7 2.2 5.580 O. 126 2.384 0.98 ー1.70 1999/03/14 09:05-/03/15 07:35 (68) 

注)K， c， pが 2段になっているのは、改良大森公式の 2段モデルを示す。 T2は2段目の開始時刻である。

o付きの b値は余震数が少ないため、精度が良くない。

本震-余震型と判断され，後述のように余震確率の計算

が行われた.その後約3ヶ月の期間で見直しても典型的

な本震-余震型で，このタイプの余震活動の良い解析例

の一つである.この期間で計算したp値は1.22で地殻内

地震の標準値(1.12)(松浦.1993)に近かった.また余

震活動の相対的活発さを示す指標として，次の (5)式で

定義される αがよく使われる (Reasenbergand 

]ones.1989など)が，この地震ではα=-2.33で地殻内

地震の標準値 (-2.36)(松浦.1993)とほぼ一致し，余震

活動の活発さは内陸の地震としてはごく標準的で、あった

(第2表). 

α= logK -b(Mo -Mth) (5) 

ここで、Moは本震のMである.

岩手県北部の地震はそれほど大きな被害を伴ったわけ

ではないが，余震確率を入れて地震情報を発表した初の

ケースでもあり，この余震活動を例にして本震直後の余

震の確率予測に関わる問題について見てみる.

余震確率を計算する作業手順(第l表)により，本震

の震源近くに適当な観測点を選択し その地震計の波形

出力のトリガーレベルを適当に設定して，本震発生の30

分後にはプログラムによる自動的な地震のトリガーを開

始した(波形記録は24時間前まで表示できるので，本震

からのトリガー記録を得ることができる).観測成分とし

て岩手葛巻(震央距離は約44km)の速度上下動を使用

した.また連続記録をチェックして自動で得られたトリ

ガーからノイズや別の地域で発生した地震によるトリガ

ーを除いた.

地震回数の計数作業と並行して，過去地震のデータベ

ース検索プログラムによる計算を行った.その結果は，

この地震が内陸地震として前震である経験確率は10%，

本震に近い規模の余震(本震との規模差がl以下)が発

生する経験確率は30%で、あった.また，今回の地震は第

四紀火山から20km以内に位置し，本震と同程度の余震

を伴う経験確率は10%だ、った.火山に近いことから，今

回の地震が特異な性格を持つのではないかと懸念された

が，約半日後には地震回数の減衰が標準値を用いた改良

大森公式に概ね合致することが確認され(第3図 a)，今

回の活動が本震一余震型である可能性が高いと推定され

た.

岩手葛巻の地震トリガ一時刻 (M孟2.5相当)を用い

て，本震のおよそ12時間後に， Kのみ推定する方法で推

定した改良大森公式による地震回数積算曲線，および各

時点でその後3日以内にM5.0以上の余震が発生する確率

が時間経過とともにどう変わるかを第3図 (a)，(b) に

示した.Kのみ推定する方法のため，近似の精度が落ち

ていること，また余震の推定積算回数がモデル適用期間
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Fig.2 Seismic activity of the northern Iwate Prefecture earthquake (M6.1 on September 3. 1998) . 
(a) Seismic activity from September 3 to September 8.1998. 
(b) Focal mechanism solution of the mainshock. 
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Fig.3 Temporal change in the probability that aftershock with M5.0 or larger will occur within the following three days for 
the northern Iwate Prefecture earthquake. 
(a) The observed cUrI1Ulative number of earthquakes and that expected by the modified Omori's law using the 
trigger time for the observed earthquake (equivalent to M ~ 2.5). TO is the head time of modeling period and Tl is 
the last time of it. 
Using the up and down component of a velocity seismometer at Iwate-Kuzumaki where the epicentral distance is 44 
km， only' the K-value is calculated by the trigger time for the earthquake (K=5.6). For other parameters， standard 
values in the crust are used for calculation (c=0.019， p= 1.12 and b= 1.0). The degree of accuracy in estimation is low 
because only K is calculated，and the expected curve of cumulative number is displayed in the form that the expected 
curve and observed one agree to each otherat the last time of modeling period (Tl). So the expected curve tha:t 
should passes along the top of steps of observed curve， is passing alorig the bottomofitssteps in practice. 
(b) Temporal change in the probability that aftershock with M5.0 or larger will occur within the followingthree days. 
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の最後 (T1)で観測された積算回数と一致するように表

示しているため，第3図 (a)では，推定じた積算曲線は

観測された積算回数のステップの上端近くを通るべきも

のがステッフ。の下端付近を通っている.また第3図 (b)

のように，各時点でその後3日以内にM5以上の地震が発

生する確率は本震発生の2時間後で6%とかなり高かった

が碍間とともに急速に低下し，本震の1日後には2%にな

っていることがわかる (b値は標準値1.0を使用)• 

余震発生確率の作業手順として 十分な震源要素が得

られた段階ですべてのパラメータを計算し，それを用い

てより精密に余震確率の計算を行うことになっているが，

どの時点でこの精密な計算に切換えるのが適切なのか，

この地震を例に見てみる.第4図は業務で用いているプ

ログラムを使用して，モデル適用を開始する時刻 (TO)

を本震発生の3分後とし，時間の経過とともにモデル区

間を逐次長くとっていって (6時間後かお)時間ステップ

3時間毎に計算を行い，各パラメータの時間的変化を見

たものである.TOを本震から3分後にしているのは，本

震直後は本震の地震動が続き，小さな余震がその中に隠

れてしまって見えなくなっている恐れがあるためである.

本震発生の6時間後から1日以内ではモデルの適用期間が

短いためパラメータの推定誤差が大きいと考えられる.

また地震活動のゆらぎのためパラメータが大きく変動す

ることがある(~ 3-2 と~ 3-3の地震の場合に顕著に見ら

れる).このため，より精密な計算結果に切換える時期と

してはパラメータが安定するのを見てからにしたほうが

良い(この地震の場合はほぼ1日より後である).本震直

後のパラメータの不安定は他の余震活動の場合にも同様

に見られる(~ 4参照). 

なお，モデル適用を開始する時刻 (TO)は本震の規

模，作業上の震源の欠落の程度により適当にとる必要が

ある.通常は，本震のゆれが収まり，余震の欠落が少な

くなった後にとれば良い.第3図は実際の作業で作成し

たものであるが，本震後は余震の欠落が多いと判断し，

本震の18分後にとった.また，精度の良い震源が決まっ

た後は，今回扱った地震の規模は最大でもM6.lだったの

で， TOとして本震のゆれが十分収まったと考えられる本

震後3分にとった.また，確定震源が求められた後にパ

ラメータを決定した場合は 第2表の岩手県内陸北部の

地震の場合などに見られるように TOを本震時刻にとっ

1998/9/3岩手県内陸北部 M6.1

K c p 

~~ I・ 0;:I ・ 2.5
22 I 0.1 !-----... ~~ I・ o~~ I ・.. ~ ~ + 1 ~.~ 1 プへ・・. .. _.... 1 
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Fig.4 Temporalchange in parameters calculated using the routine program of ]MA for the aftershock activity of the 
northern Iwate Prefecture earthquake. 
K. c， and p are parameters appearing in the modified Omori's law; while b represents the b-value and N is the number 
of data used. Prob is the probability that aftershock with M5.0 or larger will occur within. the following three days at 
the time 24 hours after the occurrence of the mainshock. 
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た場合もある.この場合，本震は計算に含んでいない.

各パラメータについて具体的に見てみると， K， c， p 

についてはその推定に最尤法 (Ogata，1983)を採用して

いるが，モデル適用期間が短いとその期間の取り方に依

存する不安定の生じる場合があった.すなわち第4図の1

日以内では，その後と比べ， pが小さいのに対しKは大

きい.またCは12時間以内では小さいがその後急に大き

くなり.24時間を過ぎると徐々に小さくなるという結果

が得られている.各時点で計算されたパラメータの安定

性を見るために，それらのパラメータを用いて，本震24

時間後の時点で計算した，その後3日以内にM5.0以上の

地震が発生する確率を第4図のProbのグラフに示した.

6から 15時間以内で確率は10%から3%まで低下し， 18 

時間以降は2%でほとんど一定になった (b値は24時間後

の値0.8に固定).よってこの地震の場合 1日以内では

それ以降より余震確率が大き目になるようにパラメータ

K， c， pが求められていることがわかる.最小二乗法，

Anderson-Darling statistic 法 (Nyffeneggerand 

Frohlich，1998)によるパラメータ推定法もテストして比

較したが，その結果については ~4で述べる.

b値は余震確率の言七算に大きく影響する.第5図の余震

確率とb値の関係に見るように， b値が小さくなるほど余

震確率は急速に大きくなる.この地震の場合， b値は約3

ヶ月の期間のデータで決定すると0.81(第2表)だが， 1 

日以内では若干小さく求まる (0.76~0.8) ため，余震確

率の値は大きくなる.他の地震でも同様な傾向があるが

(~ 4参照)，この原因として本震直後は，本震の震動が

収まるまで小さい余震の識別が困難なこと，処理能力が

追いつかないため小さい地震が欠落することなどが考え

られる.しかし，本震直後はb値が実際に小さい場合が

あるという指摘もある(松浦.1995). 

次に，計算に使用する地震のMの下限Mthを変化させ

た時の各パラメータの変化を，本震発生1日後で計算し

た結果を第6図に示した.IK はMthに大きく依存するが，

pとCはMthにほとんど依存しない」といわれている(宇

津.1999).岩手県内陸北部の地震の場合， M1.5以上の余

震数は本震後1日以内で150個ほどである.この地域で

もれなく観測される地震の規模(検知力)はM1.8で， Mth 

をそれ未満にとるとパラメータの変動が大きくなる.ま

た， M2.5から上でもデータ数が少なくなることにより，

余震確率(3日以内にM5以上)
9月4日10時現在

K=4.3 
c=O.019 

p=1.12 

Mth=2.5 

• 
15卜一一一--.

10 -• 
0.5 0.6 0.7 

」

0.8 

b 

4

・・・• 
4

・・・0.9 

Fig.5 Relation between probability of aftershock occurrence and b-value for the case of the northern Iwate Prefecture 
earthq uake. 
This graph shows relation between b-value and the probability that aftershock with M5.0 or larger will occur within 
the following three days at 10:00 September 4. 1998. 
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Mthの効果
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fig.6 Change in parameters when the lower threshold magnitude Mth is varied~ 
Each parameter is calculated for 1 day after the mainshock of the northern Iwate Prefecture earthquake.. K. c. p， b. 
and N are the same as those for Fig.4. Prob4.0 and Prob5.0 represent the probability that aftershock with M4.0 or 
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statistic W n2 (cf. ~ 4 or ~ 5). 

Mの下限Mthを大きくとらなければならない.

火山近傍における余震活動の一般的性質とじて大きい

余震が起きやすいといわれている(地震調査研究推進本

部地震調査委員会，1998). しかし，岩手県内陸北部の地

震の場合，活火山である岩手山の近くで発生したが，本

震と最大余震の規模の差は2.2で， 日本付近の浅発地震で

M6以上の地震についての規模差のメジアンである1.8

(宇津，1977)よりむしろやや大きく，通常の地殻内の地

震に近かったといえる.また，この地震の余震の減衰は

3ヶ月ほどの期間では順調に減衰したが， より長期で見る

と減衰がややゆるやかになったように見える.この原因

としては，余震域の北部が岩手山西側の火凶性地震の発

生域と重なったため，従来から発生している火山性地震

(微小な地震が多く，短期間の余震確率には影響はない)

が余震に混在したことが考えられる.

パラメータの変動が大きい(特にb値の変化が大きい). 

つまり， Mの下限Mthは検知力とデータ数の減少を考慮

して，この場合M1.8からM2.5の聞にとる必要がある

(Mの下限がこの範囲では各時点でその後3日以内にM4.0

あるいはM5.0以上の余震が発生する確率 (Prob4.0，

Prob5.0)はほぼ一定になっている). 

なお，第2表の秋田県沿岸南部の地震 (1999年3月9

日)では，発達した低気圧が翌日に通過したことによっ

て日本海の波浪が高まったため 付近の地震計のノイズ

レベルが急激に大きくなり，それが数日続いた.このた

め，この間地震検知力が大きく低下し，もれなく観測さ

れる余震のMの下限Mlowは静穏な期間よりかなり大きく

なった.その結果この地震に関するパラメータは精度が

悪く (b値も含め)，余震確率は標準のパラメータで計算

せざるを得なかった.このように気象条件やその他，人

為的原因により地震検知力が変化する場合は，変動する

もれなく観測される余震のMの下限Mlowの最大値より， M5.4) ~3・2三重・岐車県境の地震 (1998年4月 22 日，

-59-



60 験震時報第63巻第3---4号

1998年4月22日，三重・岐阜県境付近の深さ約11km

でM5.4の地震が発生し，多くの余震を伴った.余震のb

値は0.95だ、った(第2表).本震のメカニズム解は東一西

方向に圧縮軸をもっ逆断層型で(第7図)，余震分布と地

下構造探査の結果から，養老断層の地下深部で発生した

と推定されている(地質調査所.1998).第8図は本震後2

ヶ月間ほどの地震活動の経過を見たものである.観測さ

れた積算地震回数と，改良大森公式のモデル適用区間

(TO ---T1)を3通り ((a)4月22日---5月2日， (b) 4 

月22日---5月16日 (c) 4月22日---6月24日)に変え

た時の推定積算地震回数を示してある. (a)の期間では

本震ー余震型で活動は順調に減衰すると見られたが， (b) 

の期間になると本震の10日後あたりから，改良大森公式

で予想される回数を越えて地震が散発的に発生し，その

後また(C)のように減衰するという活動パターンを示し

た.第7図 (a)に本震発生後1ヶ月間の余震活動を示し

たが，この期間の時空間分布図を見ると5月9日ころ活動

域が北西側に拡大したことがわかる.第9図 (a) は1日

あたりの余震回数の時間変化を両対数グラフに表示した

もので， α， sの曲線はそれぞれ第8図 (a)，(C) に対

応する改良大森公式により推定した1日あたりの地震回

数時間変化を示している.これから，本震後10日ほどは

余震数はかなり早く減衰したのに (αの曲線)，その後余

震域の拡大に対応して余震数が増え，減衰が遅くなった

ことが分かるけの曲線).すなわち，モデル期間を長く

とるに応じて余震域の拡大が影響し，それによってp値

が変化した.第9図 (b) に示すように，本震の10日後

においてp値は1.2で地殻内地震の標準値に近かったが，

5月半ば過ぎに0.8に下がり 以降はほとんど一定となっ

た.

p値はlより大きい値をとるのが通常であるが，この地

震の場合，第8図の (b)，一(C)の期間以降， p値は1より

小さく求まる.これらの期間では余震域の拡大を含む活

発化が生じたために改良大森公式にあまり良くあてはま

らず、p値の誤差は大きいが，いずれにしても第7図 (b)

に見られるように， M5.4の地震にしては余震活動が長く

続いており，実際に減衰は遅いと推定される.

93-3宮城県南部の地震 (1998年9月15自宅 M5.0)

本震の位置(深さ13km)，余震分布(第10図a)やメ

カニズム解(東南東一西北西方向に圧縮軸をもっ逆断層

型)から，北東一南西走向の活断層である長町一利府線

断層帯の地下深部の断層が活動したものと考えられてい

る.この地震の3日前から前震が発生し(最大M3.1)前

震一本震-余震型で、あったが規模のわりに余震活動が

長く続いている様子が見られる(第10図b).p，1直は本震

後1日以内ではおよそ1.5---2.1でかなり大きぐ，余震活

動は早く減衰すると思われた.しかし，その後余震が続

発するようになり， 11月頃にp値は1.05と求まり，地殻

内の地震の標準値より小さくなった.その後更に徐々に

小さくなっている様子が見える(第12図).この地震の

αは-1.14で地殻内地震の標準値 (-2.36) よりかなり

大きく，余震活動は活発だ、った(第2表).第11図に改

良大森公式のあてはめと，地震回数の時間変化， b値の

計算例を示し，第12図にモデル適用期間を長くした時の

p~直の変化を示す.

三重・岐阜県境の地震では余震域の拡大，宮城県南部

の地震では通常より多くの余震を伴うような活動が生じ，

単純に本震-余震型とはいえない様相が見られて，活動

期間も長ヲ|いている.計算結果を見ても単一の改良大森

公式のモデルにあまり良くあてはまらない.このような

活動ではモデル適用期間を長くしていくとパラメータが

変動し，余震確率の計算に影響することになる.

9 4 パラメータと余震確率の時間による変化

前節で述べたように，本震直後はモデル適用期間が短

いことや，余震活動のゆらぎが大きいために改良大森公

式のパラメータが安定的に求まらず，余震確率の計算に

も影響する.そこで，最近1年間 (1998年4月---1999年

3月)に発生した10個の地震の余震活動を用いて，次の

3つの方法により本震直後 (5日後まで)の改良大森公式

のパラメータを決定し 相互の比較を行ってみた.

モデル適用期間の初めの時刻を本震3分後とし，時間

の経過とともにモデル区間を逐次長くとって，時間ステ

ップを1時間としてパラメータ計算を繰り返し (6時間後

から)，各パラメータの時間的変化を見た.本震直後は余

震発生確率が高く，各パラメータの変化の特徴を比較し

やすいため，データの期間として本震後5日間に対する

確率計算を行った.パラメータの決定法については，グ

ラフを使う方法を初めとして，従来からいくつかの方法

が工夫されている(松浦.1995)..それらには決定上の誤

差か不可避だったが， Ogata (1983)は地震の時系列を

非定常ポアソン過程とみなし，時系列の対数尤度を最大

にするようパラメータを決めるという 1つの客観的方法を

-60一



61 余震活動確率予測の実践

Apr Moy 

Q
 

。。。

。

。

。

。

口
事'
。
、
，
。

。。∞。

0
5

も

ん

n
e
J
8

・

ゅ

。

。

。

。

。

パ

。
。
。
，
。
。

a

l

o

U
晶
J

。。。・

。
.1伺ヌ
u

。，‘

c

o

。。口・

0
0
0

，

‘

‘

。

。

。

・

，

。

か
。
も
ι

。

。
r

$

0

0

0

。

。

》

c

t

。

。
。

》

。

'

E

D
札。
ζ

，

。

川

守

1

。
4

0

。。

。~
e
h
i

‘
0
0

。。
l

。
。
『

。加@智
J

。，J、ザ
。

。0
6

8

0

0

0

0
3

。
品
F
&
ω
p
o

aL匂
雄

uvvv
o
 

領域aの時空間分布図(A-B方向)

N=331 

領域 aのMー T図

)
 

口
U(
 
rL 
A
U守
aa守-M川

N37W(A 

M 

、‘，
J4a 
，，‘、

35・10'

35. N 

B

7

6

5

4

3

2

1

0

 

B

7

6

5

4

3

2

 

E 
O 

10 

15 

(km) W 

1C 

、，
ー

Moy Apr 

O 

1999 

B

7

6

5

4

3

2

1

。
1999 

。

。。
ai '~I 。o00 t11 。

色。。

領域aの時空間分布図(A-B方向)
N37W(A 

"，4: 
C:080 0-。

ゐ‘ま理ロ。 口 。 0
0'Ie 

Q血11-~(P n も

画。γ。 o ~品品 。
nト~$_-"O 8 ~'ò可 n 。tjO
E 可.(J' 00。二'。
1&100 0 0 。
。キ。 v ~ 0 [0 。

民聖'oo00。も。o ~q) 00 0 e 

NI44E(B) 

領域aのM-T図

1998 

M 

B 

20 
N=341 L':~ 

、E，J
tnu 
，，‘、

35・10'

35. N 

(c)メカニズム解(下半球投影)

1998 

s

-

7

1

6

5

4

3

1

2

1

0

 

1998/04/22 20:32:48.6 
SHIGA GIFU司BORDERREGION 
3S'09.9'N 136'34.'2'E 
H: 10KM M:S.4 

HPl 199・ 28・ 8‘.f 10‘. 17' 
NP2 16・6" 94' T 29‘. 73・
N: 199 SCORE 92% 前 195・ 3・

Fig.7 Seismic activity of the Mie-Gifu.Prefecture earthquake (M5.4 on April 22，1998). 
(a) Seismic activity.from April 21 to May 22，1998. (b) Seismic actiyity from April 1，1998 to june 1，1999. (c){ Focal 
mechanism solution of the mainshock. 、

-61-



62 

、‘.
J
2
u
 

，，E
、

験震時報第63巻第3......4号

Ma~ TO Tl 

150 

100 

50 

時刻

積算地震回数(表示期間 1998/04/2023:48:00-1998/06/26 16:02:24) 

モデル 大森 I

本震 1998/04/22 20:32:48 M5.4 

TO: 1998/04/22 21 :00・01(0.019) 

Tl: 1998/05/02 19・07・42(9.941) 

Kcp: (16. 160. 0.088. 1. 228) 

Tl 

、、，
J

ι
H
M
 

，，E

、

50 

150 

100 

時刻

積算地震回数(表示矧間 1998/04/2023:48:00 -1998/06/26 16:02:24) 

モデル: 大森 l

本震 1998/04/2220:32:48 M5目4

TO: 1998/04/2221:00:01 (0.019) 

Tl: 1998/05/1604:02:22 (23.312) 

Kcp: (14.863. 0.003. 0.858) 

、E，，
n
し，，目、

Mag TO Tl 

150 

100 

50 

時刻

積算地震回数(表示期間 1998/04/2023・48:00-1998/06/26 16:02:24) 

モデル 大森 l

本提 1998/04/U 20:32:4H M5.4 

TO: 1998/04122 21 :00:01 (0.019) 

Tl: 1998/06/24 14 :43:27 (62.757) 

Kcp: (15.021. 0.001. 0.846) 

Fig.8 Change in aftershock activity for the Mie-Gifu Prefecture earthquake. 
The cumulative mImber ofearthquakes as observed and as calculated using the modified Omori' s law as well as the 
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Fig.9 Te血poraldecay of aftershock activity for the Mie-Gifu Prefecture earthquake. 
(a) Temporal decrease in the number of earthquakes per day (M孟2.0;the unit of time in the abscissa is day). 
The line αor s shows the temporal change of earthquake number per day expected by the modified Omori's law 
correspondingto Fig.8 (a) or Fig8 (c) respectively. 
(b) Temporal change of p-value in the modified Omori' s law. 
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Fig.10 Seismic activity of the: southern Miyagi Prefectureearthquake (M5，O on September 15，1998). 

(a) Seismic activity from September 11 to October 15，1998. (b)Seismic activity from September 1.1998 to June 
1，1999. (c) Focal mechanism solution of the mainshock. 
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Fig.l2 Change in the p-value for the aftershock activity of the southern Miyagi Prefecture earthquake. 

開発した(最尤法).今回はその方法を含め，次の3つの

方法で、パラメータを計算し，それらの特徴についてまと

めてみた.改良大森公式のパラメータ決定の問題は非線

型なので，いず、れも初期値を与えて逐次的にパラメータ

を変化させて最適の解を得るという方法をとることにな

る.

a) 最小二乗法(非線型)

細野・吉田(1992)は単位時間あたりの余震回数が

(1)の改良大森公式にあうようにK，c， pのパラメータ

を最小二乗法で決定している. しかし，この方法では地

震活動の揺らぎによる余震回数の変動を受けやすいので，

ここでは(1)を時間積分した累積曲線に地震回数の積算

曲線が一致するようにし，計算には非線型最小二乗、法で、

あるMarquardt法を使用した(渡部ほか (1989)に添

付のソースプログラム (MARQ)を一部変更して使用

した).この方法でK，c， pを独立パラメータとしてモデ

ル適用区間を次第に伸ばして計算すると， b)の最尤法ほ

ど安定な解は得られないことが2.3の例について計算し

た結果分かつた.そこで区間の最後で観測と公式による

積算回数が一致するという条件を加えてパラメータ数を

1つ減らし2として計算してみた.この場合Kはcとpの

関数となる(付録 (A)を参照).非線型最小二乗法の場

合パラメータの初期値を与える必要があるが，初期値に

よって結果が異なる場合が出てくる.このためcは一定

の値とし， pの初期値を変化させて (p=0.7，0.9， 1.1， 

lム1.5)，赤池の情報量基準 (AIC)が最小となる解を

採用した (Akaike，l974).この方法に基づく解析の例

(岩手県内陸北部の地震)を第13図に示す.

b) 最尤法

Ogata (1983)が開発した方法で，改良大森公式の客

観的なパラメータを得ることができる.これまでの方法

の中で最も安定した方法と言われ，気象庁の業務用プロ

グラムにも採用されている.今回のシミュレーションで

は，尤度関数を最大にするようにパラメータを求める計

算法に関してDavidon-Fletcher-Powell(DFP)法(非

線型最適化のための 1つの方法)を使用した(渡部ほか

(1989)に添付のソースプログラム (DFP)を一部変更

して使用した).独立パラメータ数はK，c， p‘の3つで，
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パラメータと余震確率の時間による変化(最小二乗法)

day day 

Prob4.0 Prob5.0 

N W2 PERR 

V......，....:、 ι-
内 -- ーー圃、... -
・・

-5 1....;- ・た 一 一一一ー一一i

5 I -10 

day day day 

Method 最小二乗法

TO (day) O. 002083 

Mth L 8 

Fig.l3 Example of analysis by a least square method (the northern Iwate Prefecture earthquake (M6.l on September 3. 
1998) ). 

Temporal change of parameters when calculation is executed at each time gradually taking the longer model length is 
shown (time step is 1 hour). K. c. p. b. and N are the same as those of Fig.4. Prob4.0 and Prob5.0 show the probability 
that aftershock with M4.0 or larger and M5.0 or larger occurs within the following three days. respectively. W2 
indicates the Anderson-Darling statistic W n2. PERR is di旺'erencebetween the accumulated earthquake number in 24 
hours predicted by the modified Omori' s law using its parameters calculated per hour and the observed one. Mth is 1.8. 

、パラメータの初期値はa) と同様とした.なお，これまで

の解析からcは正の値で数分がら数時間以内と言われて

いる (Yamakawa.1968，Utsu.1969，松浦.1995). しか

し，本震発生後，最初に得られる震源には処理の遅れに

よる欠落が生じて不十分な場合がある.このような場合，

計算中にcが負になり解がうまく収束しないことがあった

ので， c= d2 (孟 0)とおきK，d， pをパラメータとし

た(付録 (B)参照). 

最尤法による解析の例を第14図に示す.これを気象庁の

業務用プログラムで計算した場合の第4図と比較してみ

よう.第4図は暫定的な震源データを使用して3時間毎に

計算したが，第14図は最終的震源(地震月報で公表され

る震源)を用い1時間毎に計算を行っている.第14図で

はその後の再験測により小さい地震が1日以内で十数個

追加されたこともあり 1日以内の時点で、のパラメータの

安定性が増したことがわかる.またb値も0.1ほど大きく

なった.このため余震確率は第14図のほうがやや小さく

求まっている.このように本震発生後の暫定的な震源フ

ァイルには地震の欠落があると考えて良く， Mthをその

時点でもれなく観測されていると推定される地震の下限

(Mlow)より少し大き目にとった方が安全である.

c) Anderson-Darling法

統計量Wn2 (Anderson and Darling，l954) を最小に

するようにパラメータを決定する方法である.この統計

量を最小にする計算法としてはDavidon-Fletcher-

Powell法を使用した. Nyffenegger and Frohlich 

(1989)はcを一定としてK，pを独立変数としたパラメ

ータ決定のシミュレーションを行い，最尤法より

Anderson-Darling法(と呼ぶことにする)の方がpの値

を良く代表していると主張している. しかし，独立な変

数をK，c， pの3個にするとAnderson-Darling法では

最尤法ほどの安定した解が得られないことが， 2，3の例
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パラメータと余震確率の時間による変化(最尤法)

K 

1jf三 lijp千三lJ(片(1
day day day 

;::じ三三
Prob4.0 Prob5.0 

1jL 
day day day 

N W2 PERR 

:;ド ÷Jij戸f寸
10 

戸
hJU

5 I -10 

day day day 

Method 最尤法

TO (day) O. 002083 

Mth 1. 8 

Fig.l4 Example of analysis by a maximum likelihood method (the northern Iwate Prefecture earthquake (M6.l on 
September 3， 1998)). 
Analysis same as those of Fig.l3 is carried out by a maximum likelihood method. The notation in Fig.l4 is same as 
that of Fig.l3. 

パラメータと余震確率の時間による変化 (Anderson-Darling法)

K 

day day day 

b 、 Prob4.0 Prob5.0 

!-ll:人~
day day day 

N W2 PERR 

:;jlr ilf1 
二人二竺二_4_5L人1

. ・. .. 
5 I -10 

day day 

Me t hod AND-DAR 法

TO (day) O. 002083 

Mth 1. 8 

Fig.l5 Example of analysis by the Anderson-Darling method (the northern Iwate Prefecture earthquake (M6.1 on 
September 3，1998)). 
Analysis same as those of Fig.l3 is carried out by the Anderson-Darling method. The notation in Fig.15 is same as 
that of Fig.13. 
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の予測という点では同等の結果が得られている.計算法

はいずれも非線型最適化法を用いているが，最適化の条

件が異なっており，業務で日常的に用いられている最尤

法の結果のチェックに，他の方法で計算してみることも

有効だろう.

余震活動確率予測の実践

~5 時間的クラスター化の程度

余震活動の解析でクラスター化の程度の目安として，

Anderson-Darlingの統計量Wn2 (大きいほどクラスタ

ー化の程度が大きい)を用いることがある

(Frohlich，l987など).nはモデル適用区間内のデータ数

である.この統計量Wn2はnが大きくなると (n孟8で)

急速に nが無限大のときの値に収束する傾向があり

(Lewis，l961) ，また，次のような性質を持つ (Anderson

and Darling，l952，l954， • Cox and Lewis，l966). 

Wn2の期待値をE(W n2)とすると

1) 時系列が高度にクラスター化していれば， E (Wn2 

2) 時系列がポアソン過程ならば， E (W n2) = 1.0 

3)イベントが離れて分布するならば(例，準周期的

系列)， E (Wn2) 

統計量Wn2がn孟8で一定値に収束するという性質か

ら，データ数の異なる余震活動の性質を比較することが

できる.第2表の10例について 本震後5日間のデータ

を用いてAnderson-Darling法による計算を行い，積算

観測回数(縦軸)と理論積算回数(横軸)の関係を示す

グラフを統計量Wn2の小さい順に並べて第17図に示し

た.三陸沖や神津島近海の地震はWn2が大きく，クラス

ター化の程度が非常に大きい.また，宮城県北部の地震で

は岩手県北部の地震や三重・岐車県境の地震に比べWn2

が大きく，クラスター的性質が強いことを示していて，

観測的事実と一致することがわかった.余震活動のクラ

スター的性質が強いとパラメータが変動して，余震確率

が時間的に一様に減衰せず，揺らぎが大きくなる.この

ように余震確率の安定性に影響する余震活動のクラスタ

ー化の程度を示す目安の1っとして，Anderson-Darling 

の統計量Wn2を用いることができると考えられる.

くく 1.0

>> 1.0 

について計算してみた結果わかったので，最小二乗法の

場合と同様の条件を用い，パラメータ数を2とした.

Anderson-Darling 法による解析の例を第15図に示す.

3つの方法を比較すると a)， b)， c)ともに1日以内の

期間ではパラメータは安定に求められない. c) はa)， 

b)の方法に比べやや安定性に欠ける.この方法はWn2

の定義からもわかるように，データ区間の最初と最後に

重みを付けており，実際の活動でしばしば見られる本震

直後の余震発生の大きな揺らぎの影響を受けていると考

えられる.a) とb)を比べると同等の安定性がある.b) 

では1日以内の場合に， K， c， pの間のパラメータ決定

の際の相互依存性によって変動が出ている:a)でもそれ

に相当するものが出ているがやや小さい.b)はこの相互

依存性によって変動する区間を除けば安定している.a) 

は相互依存性の影響が比較的少なく， b) と同等の安定

性がある.その理由はパラメータを2個にした最小二乗

法は，最尤法ほどデータの揺らぎに敏感でないことが幸

いしていると考えられる.第2表の10個の地震に対し， 6 

時間後から5日後まで， 1時間毎に3つの方法で求めた改

良大森公式のパラメータを用いて計算した，各時点から

24時間後の予測積算地震回数と， 24時間後の実際の積算

地震回数との差(第13-15図のPERR)の平均と分散

を第16図に示す(予測した積算地震回数と余震確率の聞

には式 (3)の関係がある).いずれも本震直後は誤差が

大きく，正負に変動している.3つの方法による予測誤差

の平均と分散を比較するとそれほど差がなく，地震回数

8 9 10 
EQ. NO. 

7 6 5 4 3 2 

15 

10 

O 

F
O
 

ー10

5 
.0.ω
必
む
凶
伺
』

ω〉
〈

~ 6 議論

余震発生確率予測の精度向上と防災上の観点から，今

後，更に検討すべき課題についていくつか触れておく.

地震が発生して最初に考慮しなければならないことは，
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Fig.16 A verage and standard deviation of the prediction 
error for the cumulative number of earthquakes. 
Inordinate. average. and the range of standard 
deviation of the prediction error for cumulative 
number of earthquakes are shown and in abscissa. 
the earthquake numbers which correspond to No. 
in table 2 are shown. 
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Fig.17 In each graph. the ordinate is the cumulative number of earthquakes as observed and abscissa is the cumulative 
number of~arthquakes as expected. Graphs are arranged in t't'e order of the increase in the Anderson-Darling 
statistic W n~. Data within five days after the mainshock is used for calculation by the Anderson-Darling method. 
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本震ー余震型か群発地震型かの見極めである. しかし，

この判断を発生直後に下すことは難しい. 1日位地震回

数の減衰の様子を見る必要があり，前震活動の可能性も

考えた上で，とりあえず本震-余震型を想定した作業に

とりかかるということになろう.ところで，地震はその

発生した場所によってそれぞれ特徴を持ち，似たタイプ

の活動が週きることが多い.伊豆半島東方沖のように繰

り返し群発地震が発生する地域もある.日本の各地域に

ついて，群発地震が発生しやすい場所であるかどうか，

改良大森公式のパラメータやb値の平均値はどうなって

ドるカ等，地域毎にそれらを調べてデータベース化し(第

1表)，地震が発生した時にすぐにそれを利用できるよう

にしておくと，地震活動のタイプを見極める上で役立つ

と考えられる.

~4 で述べたように，本震直後はモデル適用期間が短

く，余震活動のゆらぎも大きいため改良大森公式のパラ

メータが不安定になり，余震確率を安定的に求めること

が容易でない.宇津(1999)は， 1日ほどの短い期間で，

地震処理の欠落や欠測等があって積算地震回数が使えな

い場合でも信頼できるパラメータが得られる lつの方法

を提案している.現在，気象庁の業務用プログラムでは

パラメータ推定に最尤法を用いているが，短期間のデー

タで信頼できるパラメータを求めるにあたって，最尤法

の他に宇津の方法などでも計算し，比較，検討してみる

必要があるだろう.

ところで，本震後1日以内の余震域は本震の震源域を

表すと考えられるが，その後余震域は周囲にしだいに拡

大する.また，本震の震源域からやや離れた場所で比較

的大きな地獄溌生することもあり それはしばしば「広

義の余震」と呼ばれる.有名な例としては1944年東南海

地震 (M7.9)の1ヶ月ほど後に発生した三河地震 (M

6.8)がある.最近では1998年石垣島南方沖の地震 (M

7.6)の6ヶ月ほど後に，本震の位置から北東におよそ

50km離れた場所で、M6.3の地震が発生した例がある.時

間間隔がやや長いが これも広義の余震といって良いだ

ろう.これら広義の余震の発生は 改良大森公式 (1) と

地震の規模別分布を示すGutenberg-Richterの式 (2)

の組み合わせから計算される余震の確率予測の対象とは

ならないものである.地震が誘発されやすい領域は，例

えば本震発生の影響で周囲に分布する断層が滑り，破壊

に近づいたか遠ざかったかを示すCoulomb破壊関数の変

化(ムCFF)(Stein and Lisowski，1983など)の言十算で

推定されるとしても 震源域からどの程度の距離のとこ

ろでいつ発生するか その予測を行うのは現状では難し

い.大きな地震が発生した時は，余震の発生確率が小さ

くなってからも，広義の余震の発生に注意を向ける必要

があろう.

空間的にやや離れたところで発生する広義の余震活動

に対して，余震域内で時間が経ってから活動が再び活発

化することがある.減衰の異常に小さな余震活動をこれ

に加えることもできょう.広義の余震にしろ，また時間

遅れの活動にしろ，いずれにしても，本震発生によって

引き起こされた震源域とその周辺の応力場の擾乱が，時

間空間的に平衡を取り戻していく過程でしばしば見るこ

とができる. ~ 3で見た，余震活動が長引いている宮城

県南部の地震は，間隙水の存在が破壊特性に大きな影響

を与える (Scholz，1993)地殻内断層の深部で発生したと

考えられており，その活動の推移は，弾性変形から塑性

流動へ移行する遷移層中での応力変化の状況を反映して

いることが予想される.東北地方では， 1994年三陸はる

か沖地震の後，その震源域の南側でプレート間カップリ

ングの進行に伴う歪が蓄積しており(東北大学理学

部，1997)，また，内陸部でクラスター的地震活動が活発

化している(吉川ほか，1999).これらは，東北地方全体

でテクトニックな応力が高まっていることを示すと考え

られることから，余震活動が長引いている宮城県南部の

地震の震源に近い長町一利府線断層帯周辺については，

今後の地震活動を注意深く監視していきたい.

余震発生予測は，あるマグニチュード以上の余震が発生

する確率として発表される.一方，情報を受けとる側で

は，それぞれの場所である震度以上の揺れを感じる可能

性がどの位あるかに重大な関心を持つのはいうまでもな

い.現状においてそうした揺れの大きさに関する確率が

発表できないのは，余震域内のどこで大きな余震が泡き

やすいか見極めが容易でないこと，地盤強度によって揺

れが著しく変わってくることなどの理由による. しかし，

今後はこれらについて基礎的な調査・研究を積み重ねた

上で，将来的には本震発生後にそれぞれの場所での揺れ，

の大きさに関する確率'情報を発表する手法の開発を図っ

ていく必要があるだろう.

なお，余震に関する情報は，被災地域の住民及び防災

機関の関係者の応急対策または復旧活動の参考にしても

らうために発表される.余震確率の予測精度を上げるた

めに，今後も新しい手法を取り入れ，プログラムの改良
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を行っていくことが必要であるのは当然として，余震に

関する情報が防災活動の支援材料として一層有効に活用

されるために峠，余震確率の数値を含む防災情報に対し

て防災機関や一般住民など，それぞれ受け手側がどの

ような対応をとるべきか，あらかじめ十分議論しておく

ことが重要であると考えられる.

9 7 まとめ

気象庁では1998年から余震の確率予測を行っている.

対象どする地震は震度5弱以上を観測した本震ー余震型

の場合となっていて 1998年から1999年3月の期間に実

際に情報を発表したケースは岩手県内陸北部の地震

(1998年9月3日， M6.l)のみであるが，この地震以外

にも気象庁では余震活動の確率予測に必要なパラメータ

(改良大森公式のK，c，pとb値)を決定し，活動の推

移を監視するうえでその計算結果を活用している.その

作業の過程で，以下に記すような注意すべき点があるこ

とがわかった.

(1) Kのみ推定する方法からより精密な計算結果に切換

えるのは， 1日ほど待ってパラメータが安定するのを見

てからのほうが良い.

(2)' b値が小さいほど余震確率は大きくなる.本震後1

日以内はb値が小さく求まる傾向があるので注意する

必要がある.

(3) 地震のMの下限Mthは検知力以土で，かつあまりデ

ータ数が少なくならない範囲を考慮しで適当にとる必

要がある.

(4) 火山近傍では余震活動の一般的性質として大きい余

震が起きやすいといわれているので，地震がどこで発

生しているかに留意する必要がある.

(5) 余震域の顕著な拡大や誘発性の広義の余震を伴う

ような活動は，単一の改良大森公式のモデルに良くあ

てはまらず，モデル適用期間を長くしていくとパラメ

ータが変動して，余震確率を過大， (小)評価するニと

になるので，地震活動の推移に十分注意する必要があ

る.

改良大森公式のパラメータ(特にp値)の時間的変化

をやや長い期間にわたって追跡することにより， 1998年

に発生した三重・岐阜県境付近の地震や宮城県南部の地

震のように異常に長ヲ|いてp値が小さく求まる余震活動

の場合，本震後数日間では，反対にp値が地殻内の標準

値よりかなり大きいことがあることもわかった.

改良大森公式のパラメータを推定する方法としては最尤

法が一般的であるが，シミュレーションによると変数をl

つ減らした(非線型)最小二乗法やAnderson-Darling

法でも同等の結果が得られることがわかった.

余震活動のクラスター的性質が強いと余震確率の揺ら

ぎが大きくなる.Anderson-Darlingの統計量のWn2は，

余震確率予測の安定性に影響する余震活動のクラスター

化の程度を示す目安の1つとして使えることがわかった.
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付録

(A) 最小二乗・法(非線型)

改良大森公式によると単位時間当たりの余震数ν(t)は

時)=一互τ (A1) 
(t+c)p 

ここで tは本震発生時を起点とした経過時間である.T1， 

T2をモデル適用区間の最初と最後の時刻とする. T1から

T2までに観測されたN個の地震の発生時刻を ti(i=l，N) 

とし， T1から tiまでの地震の積算回数をSOi，公式

(Al)による積算回数をSCiとする.

sc.4v(t)d=f k dt=脳 (T1， t i ， c， p) 
JT} " J巧(t+c)p 、 A

(A2) 

ここで

pn(ti +c)ーln(7; + c) ; p = 1 
A(~ ，ti ， c ， p)=~ 仁，，-_1 
A E |Its +c)「Pー(宅 +C)l-P[/(1-p) ;p PI! 1 

時刻T2で"SOiとSCiが一致するという条件を付けるとよ

り

K==N/A(九九，c，p)

となり， Kはcとpの関数となる.
N 

F == ~ (SOj -SCj)2 はcとpの関数であるから，

Fを最小にするようにMarquardt、法などの方法により C

とpを調整する.

(B) 最尤法

-Ogata (1983)においてc= d 2 (ミ0)と変数変換し

て改良大森公式のパラメータをK，d， pとすると (A1)

は

γ(t) = J ~ヲ n
(t + d~)P 

(B1) 
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となる.対数尤度関数L(K，d.p)は

N 

lnL(K，d，p) = NlnK -p ~同 +d 2) _ KA(T1 ， T2 ， d 2 ， p) 

(B2) 

lnLを極小とするには以下に示すようなに-d， pによる

lnLの偏微分がすべてゼロとなれば良い.

dlnL N ヲ

一一一=~r'r -A(九T2，d"，p) dK K ゐ

(B3) 

司
E
E
a
'
B
E
E
-
-
E
E
d

、，‘，
E
J

7

1

j

 

守
山
凶

d

/

L

 

+
 
R
 

's-
、
p
 、‘，F

J
u
 
+
 
E
 

rbvnu 
k
 
+
 
つd

1
一
+
-
e
'
e
 

N

で
ん
川
P
 
M
 

叫一

d

E
I
-
A
V
 

2
u
-

d ln L :.... / .r L ." l_n 1 で一=ーす ln(ti ぽ 2)_K机 +d 2 )1-P 一(~ +d2)1-P ~/(1-p)2 
cJp 伺

+KtT2 +d
2
)1-P ln 

(B5) 

ただし， p宇lとする. (B5)の偏微分は白=1の近傍では

発散するので，この場合は (B2)を直接用いて数値差分ー

により求める.なお初期値としてd=Oとおけば (84)か

らdについての偏微分は初めからゼロとなり， Davidon-

Fletcher-Powell法を使用すると，改良大森公式で、c= 0 

とした場合のパラメータK，pが求められる.

(C) Anderson-Oarling~去

Anderson-Darling法の統計量は次のように定義される.
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k=1.2.…n に対し

，1. ".  1，1. K 1 
Uk == Nc7JJ(tk) =.:. [v(t)dt =.:. (一一-dt=ー μ(九九，c，p)

却 nJT， ，/ n JT， (t + C Y n 

(C1) 

Wn2を最小にするようにパラメータK，c， pを求めれば

良い.データの最後で観測値と理論値のデータの総数が

一致するという条件を付けると，

K =n/A(Tl'T2，c，p) 

が成り立ち，パラメータ数が2(C， p) となる.Wn2の

c， pによる偏微分は

旦園一 A訓(伺R九川札.t心んtらιtt.c，ド，

δdc' Aσ何;，T2，c，pωY"
(C2) 

dW，，2 A(7;，tk，c，jJ) r 一一=ー ヲ|一一ーす包+CY-P-(7;+cy-P 
δp A(1;，I;，c，pY Iい-p)' ム

一古色+CY-P1蜘n
+i互|μ」 τ寸(t

k吋 -P-(7; +CY-P nlい-p)''' ， 

-古いc川

となる(ただし， p手1の場合).c 孟Oと仮定すれば， c 

= d2とおいて (B) と同様に計算することができる.
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